
国際コンファレンスにおける議論の概要（暫定） 
 

経済社会総合研究所（ESRI）では、2001 年以降、日本、米国、その他各国の経済学者
を招集して国際コンファレンスを開催している。今年のコンファレンスは 7 月 31 日に
開催され、「経済社会の進歩の計測：経済成長とウェルビーイング」をテーマに議論が
行われた。以下は議論の概要である。 
 

<基調講演> 

講師: Aaron HEDLUND （米国大統領経済諮問委員会 ［オンライン］） 

HEDLUND は、企業向け優遇税制、具体的には One Big Beautiful Bill Act（OBBBA）におけ
る事業規定が、経済や財政に与える影響に関する研究結果を紹介した。同氏らは、
OBBBA のように暫定的で複数税率から成る税制改正を分析するのに適した、調整費用
の異質性を取り入れた複数部門からなる動学的な資本モデルを開発した。主な予測によ
ると、OBBBA の事業規定は 10 年後の GDP を 0.85%増加させ、財政赤字を 4000 億ドル
減少させる。分析から得られる教訓は以下のとおりである。（１）資本調整費用は財政
の重要な決定要因である。なぜなら、調整費用が低下すると GDP が上昇し、それによ
って税収が増加するためである。（２）10 年間という評価期間設定の下では、暫定規定
が過剰に支持される傾向にある。なぜなら、恒久規定によって長期経済成長率が上昇し
て税収増となる効果が過小評価されるためである。（３）資本の種類毎に異なる投資反
応を個別に分析することが、短期・長期のマクロ財政の分析にあたり重要である。なぜ
なら、それによって短期の経済動学をより良く捕捉し、また長期における資本の再配分
を考慮することができるようになるためである。 
 
 

<セッション 1> ウェルビーイング：測定とその政策への活用 

議長: 星 岳雄（東京大学）  

発表者: 植田 広信（内閣府経済社会総合研究所（ESRI）） 

討論者: Betsey STEVENSON（ミシガン大学） 

植田は、ESRI 内のウェルビーイング・研究ユニットによって実施された研究を発表し
た。同氏は最初に、ウェルビーイングの計測に関する近年の動向と、日本における生活
満足度指標に関する興味深い傾向を紹介した。具体的には、日本の生活満足度は諸外国
と比較して低い傾向にある一方で、日本における満足度調査への回答者の多数派が、現
在の満足度と自身の理想とする満足度とが一致していると回答した。次に、研究の主眼



となるリサーチ・クエスチョンを提示した。それは、「OECD ガイドラインが提唱する
エウダイモニアに関する模範質問は、日本におけるエウダイモニアを十分に捕捉してい
るのか」という問いである。そして同氏は、日本において馴染みが深い、人生の意義や
目的を綿密に反映した「生きがい」という概念は、エウダイモニアをより効果的に捕捉
できるという仮説を提唱した。分析により、OECD ガイドラインに基づく別のエウダイ
モニア指標である「やりがい」と比較して、生きがいの方が生活満足度との関連が弱い
可能性が示唆された。また、雇用や住居、教育といった項目は生活満足度及びやりがい
のみに関連していたのに対して、政治や自然環境といった項目は生きがいのみに関連し
ていた。このことから、生きがいの方が公共の利益とより密接に関連している可能性が
示唆された。最後に、生きがいとボランティア活動への参加や仕事満足度との間には正
の相関が見られた。 
 

STEVENSON は最初に、幸福度や生活満足度といった主観的ウェルビーイングのヘドニ
ック指標は、国家内・国家間を問わず、また時系列で見ても、所得と密接に関連してい
るという先行研究の結果を紹介した。次いで同氏は、意義や目的といった、主観的ウェ
ルビーイングのエウダイモニックな指標に関しては、所得との明確な関連が見られない
ことを指摘した。そして同氏は、生きがいと所得との関連は比較的弱く、また雇用とは
統計的に有意な関係が見られないという植田らの結果に言及しつつ、生きがいは所得
と関連していないようだと述べた。同氏は、生きがいは GDP 指標と代替関係にあるの
ではなく、高所得や仕事がなくても育成し得る、良き人生の重要な一側面を捕捉するも
のであり、人工知能が労働市場を激変させる可能性を踏まえると重要になるであろうと
結論付けた。 
 
 

<セッション 2> SNA（国民経済計算）の進化 

議長: Anil KASHYAP（シカゴ大学）  

発表者: David CUTLER（ハーバード大学） 

討論者: 井伊 雅子（一橋大学） 

CUTLER は、米国の高齢者における医療の生産性を表すサテライト勘定に関する研究を
紹介した。同氏は最初に、医療の生産性の計測にあたり、産業の定義及び成果の計測が
困難である点を指摘した。同氏らは、医療提供者のタイプではなく疾患によって産業を
定義し、また医療支出が各疾患における質調整後の平均余命を改善する程度によって成
果を定義した。同氏らは、医療支出の純便益が概してプラスであり急速に成長している



こと、ただし便益は疾患によって異なり、特に循環器系疾患において大きいということ
を見出した。同氏は最後に、医療生産性計測のプロジェクトを他国に拡張することにも
関心があると述べた。 
 

井伊は、最初に日米の医療費を比較し、通念に反して、一部の処置に関しては日本にお
ける費用の方が高額であることを指摘した。同氏は次いで、CUTLER の報告に関して議
論し、多疾患併存の取扱いや医療・介護サービスの区別といった論点を提起し、同研究
をより近年のデータに拡張する予定の有無などに関して質問した。討論の締めくくりで
は、日本において医療費や医療の質を計測する際に重要となる論点に関して議論した。 
 
 

<セッション 3> 経済成長の非金銭的側面 

議長: Alan AUERBACH（カリフォルニア大学バークレー校）  

発表者: Achyuta ADHVARYU（カリフォルニア大学サンディエゴ校） 

討論者: 田中 万理（東京大学/一橋大学） 

ADHVARYU は、特に発展途上国の製造業における、労働者への投資が企業の生産性に与
える因果効果に関する先行研究の結果を概観した。同氏は、以下の 6 つの領域におけ
る投資に焦点を当てた。（１）チームワークやコミュニケーションスキルといったソフ
トスキルの訓練、（２）雇用主への意思の伝達を可能とし、また、そこから得られたフ
ィードバックを実際の行動に結実させることが出来るよう、発言権を労働者に付与する
こと、（３）気温や照明、大気汚染といった環境条件の改善、（４）経営・管理の質の向
上、（５）労働者の流動性制約を緩和するための金融包摂、（６）職場における友人関係
の育成といった取組を通じたメンタルヘルスの改善。同氏は、こうした介入が企業の生
産性を大幅に向上させ、企業にとって投資からの収益率が大きいことが研究によって示
されていると述べた。同氏は最後に、大きな収益率が期待されるにもかかわらず企業が
労働者に投資しない理由として考えられるものを列挙した。例えば、情報摩擦（投資効
果を企業が把握していないこと）、リスク回避（投資の価値に関する不確実性を企業が
好ましく思わないこと）、経営者・管理職の限定された関心、及びインセンティブの不
一致などが挙げられた。 
 

田中は最初に、上述の様々な介入が成果をもたらす背景にあるメカニズムに関する見
解を述べた。そして、上述の研究結果を日本に適用できるか否かを議論するにあたり、
そうしたメカニズムや、先行研究における状況と日本の状況との類似性といった点を考



慮するのが重要であると強調し、先進国におけるランダム化比較試験をより一層実施す
べきであると付言した。日本に関しては、経営・管理の質や労働者の発言権への投資が
生産性を高める可能性を持つことを述べ、非金銭的介入と金銭的介入の相対的な費用対
効果や、職場におけるジェンダー平等推進の効果といった問題を提起した。 
 
 

<パネルディスカッション > 経済社会の進歩の計測：経済成長とウェルビーイング 

議長: 村山 裕（ESRI）  

パネリスト: チャールズ・ホリオカ（神戸大学） 

坂本 徳仁（東京理科大学） 

Matthew SHAPIRO（ミシガン大学） 

Justin WOLFERS（ミシガン大学） 

村山はパネルディスカッションの手始めとして、ウェルビーイングの計測をめぐる近年
の動向に関する 4 つの論点を提示した。第 1 に、”beyond GDP”指標といった、非市場的
側面の重要性が高まっている点を指摘した。第 2 に、ウェルビーイングの計測を議論す
る際に、望ましい成果の向上を達成するためのメカニズムについて考慮することが重要
であると強調した。第 3 に、2025 SNA 基準に言及しつつ、（所得等の）分布に関する情
報が重要であると強調した。最後に、デジタル化やビッグデータといった革新の恩恵の
最大化や、主観に関する調査の実施に役立つ手法はどのようなものであるのか、という
問題を提起した。  
 

ホリオカは、国際的な研究討論の場となっている、国際所得国富学会（IARIW）の活動
を紹介し、同学会がウェルビーイングに関する研究及び政策に果たす役割を強調した。
IARIW は、全世界を視野に入れた経済計測の進歩を目的として設立された。同氏は、
IARIW が開催する学術会議である大会・特別会や、IARIW が発行する学術誌である
Review of Income and Wealth において、主観的ウェルビーイングに関する膨大な研究が
取り上げられていることを述べた。 
 

坂本は、規範的な評価のために社会厚生を利用する際に生じる 3 つの理論的な問題点
に関して論じた。1 点目は、個人のウェルビーイングの計測方法である。同氏は、ウェ
ルビーイングの個人間比較を許容し、ウェルビーイングの主観的指標もしくは客観的指
標を選択する理論的必要性を指摘した。その上で、同氏は優位性原理を尊重する立場か
ら、客観的指標を支持した。2 点目は、個人のウェルビーイングの分布をどのように集



計し評価するのかという点である。同氏はいくつかの手法を提案しつつ、それらに加え
て、多数派と少数派の利害をいかに調和させるのかを考慮する必要がある点も指摘し
た。3 点目は、社会厚生を評価するためにどのような規範的基準を採用すべきかという
点である。経済学者は様々な規範的基準を理論的に一貫性のある方法で調和させる必要
がある、と同氏は主張した。 
 

SHAPIRO は、非市場財の勘定作成に関する論点について議論した。同氏はまず、GDP の
根本的な特徴として、同指標が限界的購入者の評価額に基づくものであり、同指標に消
費者余剰が含まれないという点を指摘した。そして、この特徴がもたらす帰結として、
非市場財あるいは「無料の」財は莫大な消費者余剰を生み出すものの、GDP にはほと
んど貢献しないと述べた。そうした財を捕捉する手段として、同氏はサテライト勘定の
利用を提案するが、その際の注意点として、消費者や社会の支払意思額を尋ねる際に予
算制約をふまえる必要があるという点を指摘した。 
 

WOLFERS は 4 点を主張した。第 1 に、ウェルビーイングの様々な指標について思案す
ることは面白いが、そうした指標が政策提言に影響を与えることは滅多にないと述べ
た。同氏は、ウェルビーイングの諸指標が所得指標と密接に関連していること、つまり
所得から得られないような情報をあまり含まないことを指摘し、たとえ二つの指標を相
反する方向に変化させるような政策が存在しても、そうした政策が支持されることは滅
多にないと主張した。第 2 に、主観的ウェルビーイングは一人当たり実質 GDP と密接
に関連していると述べた。第 3 に、ウェルビーイングの観点では世界はより良いものに
進歩しており、そうした傾向は GDP によってかなり正確に予測されるものであると述
べた。最後に同氏は、客観的データもある程度は主観的であると主張し、例として、貧
困の計測方法の違いによって、得られる貧困ラインが全く異なるものになることを指摘
した。 
 

村山は、相互の発表にコメントするよう各パネリストに求めた。ホリオカは、パネリ
スト間の意見の相違を認識したうえで、GDP を主観的指標で代替するのではなく、GDP

を改善する方向性もあり得ると提案した。坂本は、適応的選好形成の問題及び国家間
における主観的ウェルビーイングの分布の相違に関して論じた。また同氏は、様々な規
範的基準を社会厚生関数に組み込む方法を考案するといった目的のために、社会選択理
論が社会厚生の計測に貢献できると強調した。SHAPIRO は、多数のウェルビーイング
指標を利用するのが有益であると述べた。同氏は、答えるべき問いやデータ収集の目的



といった点について思索する必要性を強調し、財政政策や金融政策といった様々な経済
問題毎に重要となる概念が異なるだろうと述べた。WOLFERS は、ウェルビーイングに
関する異なる見解を有するパネリストが一堂に会したことを評価した。そして、人々の
心により強く訴えかけるような言葉を用いることや、痛みや苦痛の緩和といったウェル
ビーイングの負の側面に関して議論することで、政策論争はより広範な人々に自分事と
して受け取られるようになり得ることを提唱した。 
 
 

<閉会挨拶>  

野村 裕（ESRI）は、2025 SNA の導入やサテライト勘定の作成といった、本コンファレ
ンスに関連する現在の ESRI の業務に言及し、SNA に関する基準の次の改定に ESRI とし
ても貢献していきたいと述べた。また同氏は、日本経済が転換点に立っていると述べた
うえで、来年のコンファレンスにおいては、21 世紀最初の四半世紀における日本経済
を総括する予定であると述べた。そこでは、デフレ対策や財政再建といったバブル崩壊
後の経済調整や、低出生率と加速する人口高齢化に直面する中で持続可能な社会を維持
するための構造改革といった話題が取り上げられる予定であると述べた。同氏は、本コ
ンファレンス参加者の支援に対して感謝の意を表して挨拶を締めくくった。 


